
川本町商工会

(有)創修製造の木製テーブル

浸水した(有)創修工場（R2.7月豪雨災害）

会長名：本山　修二　　会員数 ： 163名（R3.4.1現在）
住   所： 〒696-0001  
　　　　島根県邑智郡川本町川本558-10
TEL：0855-72-0123 　FAX：0855-72-2516
URL：http://kawamoto.shoko-shimane.or.jp/

空き店舗を活用し開業した飲食店

空き店舗を活用し開業した飲食店

地域産業振興

事業承継で技術力を生かした新事業展開！
■社名 ： 有限会社　創修 (連絡先0855-72-1556)
■所在地 ： 島根県邑智郡川本町大字川本1086-1
■事業内容 ： 昭和36年に木製家具業として創業。現在の代表取締役が平成

16年6月に事業承継を行い、同時に法人化しました。製品はオフィス家具・
住宅家具がメインですが、近年は記念品や彫刻・オリジナルプリントグッズ・
おもちゃなどの製造に着手しています。

■経営支援内容
１）新事業展開への支援
　住宅需要が低迷する中、当社の強み（技術力）を活かし、プリント合板家具

の装飾をした高付加価値商品の開発や、新たにノベルティ事業に着手しま
した。商工会は新事業展開の計画書作成支援を行うとともに、「ものづくり
補助金」の申請支援を行いました。この支援により既存の家具製造に加え、
新たな事業の柱を構築することが出来ました。

２）災害復興支援
　当社は平成30年7月豪雨と令和２年７月豪雨に罹災しました。令和２年７月

豪雨では大型機械設備が浸水し、被害総額は１億円を超えるものとなりま
した。

　商工会は国・県・川本町と情報共有を図りつつ、「ものづくり補助金（災害
枠）」の活用をする等して、再建に向けての復興支援を行いました。今では、
小規模受注に舵を切り事業を継続しています。

　

中心市街地の空き店舗活用と創業支援！
　当会では川本町産業振興課と連携して、当地で開業する事業者を募集して
います。
　この事業は平成30年度から行っており、事業を始めたい方を地域おこし協
力隊員として全国から受け入れ、期間満了までに事業のノウハウを身に着け
てもらう事業です。商工会での支援は下記のとおりです。

■創業支援
　創業計画の作成や開業資金の調達について、関係機関（経済団体、地元金

融機関など）の協力を得ながら事業者を支援しています。
■空き店舗の斡旋
　主に中心市街地の空き店舗を斡旋し、空き店舗情報もホームページで公開

しています。アドレスはこちら。
　https://www.tsunagaru-kawamoto.jp/
■補助金の活用と創業後のフォローアップ
　初期投資を抑えるため、または販路開拓などのためにこれまでに「創業補助

金」や「地域商業補助金」などの活用を支援しました。
　また、創業から軌道に乗るまで時間を要すため、基礎的指導は勿論、専門家

派遣事業を活用しながら創業後のフォローアップも行っています。
　これまで５事業所（製造業２事業所、飲食業２事業所、サービス業１事業所）

の創業実績がありました。

経営支援

美郷町商工会

21世紀商工会グランプリ表彰式

みさと市外観

会長名：上原　謙二　　会員数 ： 139名（R3.4.1現在）
住   所： 〒699-4621　  
　　　　島根県邑智郡美郷町粕渕400番地7
TEL：0855-75-0805 　FAX：0855-75-1326
URL：http://misato.shoko-shimane.or.jp

プレミアム付商品券

商品券販売開始チラシ・取扱店看板

地域産業振興

「21世紀商工会グランプリ」初代グランプリ受賞！
　　　～閉店したスーパーと産直市を融合した
　　　　　　　　「産直みさと市」オープン～

　平成24年に全国商工会連合会が創設した「21世紀商工会グランプ
リ」の第１回グランプリにおいて、全国の商工会より推薦された選りすぐ
りの23件から、栄えあるグランプリを受賞しました。
　美郷町は、平成21年に地元スーパーが閉店した影響で、商店街への
集客力が低下し、商店街の店舗数の減少が進みました。
　地域の生活基盤に危機感を抱いた商工会は、行政と連携してスーパー
の再開に向けて始動しました。行政や住民と何度も協議を重ね、近隣小
売店の理解を得ながら、商工会が主導して再開計画を推進し、スーパー
と産直市を組み合わせた「産直みさと市」をオープンさせました。
　店舗改装については国・県・町の補助金を受けました。スーパー部門
は、商工会役員ら8名の出資による新会社が運営し、産直市部門は地元
農家が設立した「みさと産直協議会」が、協同して運営にあたっていま
す。
　現在は商工会の元経営指導員がスーパーの代表となり、より連携を強
化し、支援していきます。

『プレミアム付き商品券』と　　　　　　　　
『地域循環型電子マネー付きポイントカード』で

町内の消費を拡大！
　町内における消費拡大を促すとともに、地域商工業の活性化を推進す
ることを目的とし、平成２６年度から６年間、20％のプレミアム付商品券、
年総額72,000千円（プレミアム分12,000千円）、５００円券（１冊２４枚、
6,000冊）を第１次（６月）、第２次（８月）に分け販売しました。
　初年度は完売に苦労しましたが、２年目からは、年金支給日後に販売日
を設ける等販売を工夫した結果、２年目以降、4,000冊を販売する第1次
販売は、開始からわずか3時間半、午前中で完売するほどの盛況でした。
　町内消費については、多くが財源の置き換えとなることを危惧していま
したが、販売場所で実施したアンケート調査では全体の２８%の住民から

「商品券に上乗せして代金を支払った」との回答を得ており、町内消費拡
大に寄与したものと思っています。
　令和２年度からは、町民、商店、自治体が一体となり、町外へ流出してい
る消費をいくらかでも町内へ呼び戻すこと、コロナ禍の人的接触機会を軽
減することを目的に、地域循環型電子マネー付きポイントカード事業の取
り組みを始めました。現在、町内９６の事業所で利用でき、これからも順次
拡大を目指していきます。今後も関係機関や事業所と連携し、創意工夫を
重ねながら、ウィズコロナへの対応、町内消費拡大の取り組みを続けてい
きます。

経営支援
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